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民間団体・企業等が実施する保健・体育的事業に関する 

       後援名義使用の事務取扱要領 

 

第１ 趣 旨 

 民間団体・企業等が実施する保健・体育的事業（以下「事業」）に対し、島根県教育委

員会（以下「委員会」）が、共催または後援名義使用を承認する場合には原則としてこの

要領に定めるところによる。 

 

第２ 用語の定義 

 １ 「共催」とは、県教育行政を推進する立場から、奨励の意を表するとともに、主催 

  者の一員として、当該行事の企画及び運営等に参画する場合をいう。 

 ２ 「後援」とは、委員会以外の者が主催する当該行事に対して、委員会として県教育 

  行政を推進する立場から、奨励の意のみを表する場合をいう。 

 

第３ 共催の基準 

  民間団体・企業等からの申請による共催は、従前の取り扱いにより承認した事業と同一

と認められる事業を除き、新規事業は原則としてこれを承認しない。 

 

第４ 後援の基準 

 １ 体育・スポーツ、学校保健・食育・給食の普及振興に寄与すると認められるもので 

  あり、衛生・安全・事故防止等について十分配慮されていること。 

 ２ 特定地域を対象とせず、概ね全県的性格として認められるもの。 

 ３ 営利を目的とするものでないもの。 

 ４ 特定の流派、個人、宗教団体又は政治団体の宗教活動又は政治活動にかかわらない 

  事業であるもの。 

 ５ 特定の主義、主張に関しないと認められるもの。 

 ６ 行事等の登壇者や発言者等が２人以上いる場合、その性別に偏りがないよう努めら

れているものであること。 

７ その他、共催又は後援することが適当と認められるもの。 

 

第５ 後援する行事内容 

 １ 体育・スポーツ、学校保健・食育・給食の指導者が参加する研修会・講演会等。 

 ２ 広く県民が参加する体育・スポーツ大会等の競技会等。 

 ３ 児童、生徒が参加する競技会・教室・練習会及び講習会等。 

 ４ その他、前記の基準に合致し、共催・後援の必要が認められるもの。 

 

第６ 事務処理手続き 

 １ 後援の承認は、提出された申請書（様式１）及び関連資料を審査の上、これを行う。 

  申請書に添付すべき資料はおおむね次のとおり。 

 （１） 団体概要資料（設立目的及び活動内容等。明らかな時はこの限りでない） 

 （２） 事業概要資料（事業内容・参加料等を盛り込んだ実施要領・企画書、予算書） 

 ２ 事業終了後は実施報告を求める。  

 

 

 

                     （令和４年４月１日保健体育課長決裁） 

 

 


